
青森県訪問介護等サービス提供体制確保支援事業に関するＱ＆Ａ 

 

問１ 事業実施期間はいつからいつまでとなるのか。 

答１ 令和７年度の事業実施期間は、令和７年７月１０日から令和８年１月３１日まで

となります。 

 

問２ 交付申請は事業所ごとに行ってよいのか。 

答２ 交付申請や実績報告などは法人単位で作成して提出してください。 

   法人で複数の訪問介護事業所等の交付申請等を提出する場合は、各事業所分を法

人でとりまとめして提出してください。 

 

問３ 経験年数の短いホームヘルパーとは、経験年数が何年までが対象となるのか。 

答３ 原則として、訪問介護員として勤務した経験年数が１年未満の者です。 

   ただし、次の者は経験年数が１年を超える場合も対象となります。 

   ・他の事業所等で訪問介護員として勤務した経験があるが、１年以上のブランク

が空いている場合。 

   ・外国人の方が訪問介護員として勤務する場合。 

 

問４ 人材確保体制構築支援事業の補助対象経費はどのようなものか。 

答４ 補助対象経費については、次のとおりです。 

 （１）研修体制の構築の支援 

・介護人材の資質向上や定着促進に資する効果的な研修カリキュラムの作成・見

直しやキャリアアップの仕組みづくりに要する経費 

・介護職員のスキルアップのための研修等の受講に要する経費 

・職員の資質向上に必要な取組の経費として県が認めるもの 

 （２）採用活動の支援 

・都市部等で実施される合同説明会や就職フェアなどに出展する場合の移動に係

る経費 

 

問５ 青森県内で中山間地域等に該当する市町村はどこか。 

答５ 青森県内は全市町村が中山間地域等に該当します。 

 

問６ 経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援において、同行する回数や期間に

制限はあるのか。 

答６ 同行する回数や期間については、経験年数の短いホームヘルパー等の個々の状況

により、事業所により適切に判断してください。 



   なお、本補助金の補助対象となる同行支援は、経験年数の短いヘルパー１人につ

き３０回までとなります。 

 

問７ 経営改善支援事業の補助対象経費はどのようなものか。 

答７ 補助対象経費の例については、次のとおりです。 

 （１）登録ヘルパー等の常勤化の促進の支援 

・登録ヘルパー等が常勤職員としての雇用を希望する場合に必要な賃金等（法定

福利費等を含む）の差額の経費 

・登録ヘルパー等の離職に伴い、新たに常勤のホームヘルパーを雇用する際に生

じる賃金等の差額の経費 

 （２）小規模法人等の協働化・大規模化の取組の支援 

・人材募集や一括採用、合同研修等の実施 

・従業者の職場定着や職場の魅力発信に資する取組 

・人事管理や福利厚生、請求業務等のシステム共通化 

・物品調達の合理化のための共同購入の取組 

・協働化等にあわせて行う ICTインフラの整備 

 

 

 


